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第15章 環境規制 

 
1. 環境保護政策 
 ラオスは水資源、森林資源及び鉱物資源に恵まれた国であり、それらの資源を開発する

ことによって 2020年には後発開発途上国を卒業することを最大の政策目標としている。ラ
オス政府はこの天然資源に依拠した経済発展の重要性を認識しており、国連のミレニアム

開発目標が目指す持続可能な開発の実現を目指して多くの環境関連の法令及び制度を策定

してきた。しかしながら、そうした法制度の運用は整合性をもって適切に実施されてきた

とは言い難く、林野庁によると過去 50年間に森林面積は国土の 70％から 43％に減少した
とされている。 
 環境関連の主な法律は、まず 2003 年改正憲法であり、「全ての機関及び国民は環境と天
然資源を保護する義務がある」（第 19 条）と環境保護を規定している。その他、水及び水
資源法（1996）、土地法（1997）、鉱業法（1997）、電力法（1997）、など資源利用・開発に
関する法律が相次いで出され、1999年には環境保護法が、2007年には改正森林法が公布さ
れた。 
 制度の上では、2011 年に水資源・環境庁、国家土地管理庁、エネルギー鉱業省の地質局
及び農林省の林野局の一部を合併して「天然資源環境省（MONRE）」を設立、環境行政を
一元化した上、2012年には新たに気候変動局と森林資源管理局を創設した。気候変動局の
創設はラオスが 2009年に気候変動に関する国際連合枠組条約（地球温暖化防止条約）を承
認したことに伴う。 
 環境アセスメントについては、2000 年に環境アセスメント規定（Regulation on 
Environment Assessment）を制定し、環境影響評価（EIA）の手続きを定めたが、2010
年に環境アセスメント規定の改訂版ともいうべき、環境影響評価に関する首相令（Decree 
on Environmental Impact Assessment）が公布された。 
 
2. 大気汚染規制 
 現在のところ、ラオスの農村はもとより、都市でも汚染源となるような工業が発展して

いないので大気汚染が問題となることはないが、天然資源環境省（MONRE）に統合された
水資源環境庁（WREA）は試験的に大気汚染基準を設けている（図表 15-1）。ラオスの基準
を WHO のガイドラインと比べると、ラオスの基準は緩やかな基準となっていることが分
かる。MONREは大気状況のモニタリングをビエンチャンで 1年に 3日間だけ行うように
なったとされているが、データとしては不十分である。 
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図表 15-1 ラオスの試験的大気汚染基準 
汚染物質 計測期間 ラオス基準 WHOガイドライン 

TSP 
24時間平均 330μg/㎥  
年平均 100μg/㎥  

PM10 
24時間平均 120μg/㎥ 50μg/㎥ 
年平均 50μg/㎥ 20μg/㎥ 

Pb 1ヶ月平均 1.5μg/㎥  
O3（Ozone） 1時間平均 200μg/㎥  

SO2 
1時間平均 78μg/㎥  
24時間平均 30μg/㎥ 20μg/㎥ 
年平均 100μg/㎥  

NO2 1時間平均 320μg/㎥ 200μg/㎥ 

CO 
1時間平均 30μg/㎥  
8時間平均 10.26μg/㎥  

（出所）MONRE, “Lao Environment Outlook 2012” 
 
3. 水質規制 
 ラオスはメコン河の恩恵により多くの水資源を保有しているが、80％が雨季に集中して
おり、乾季には 20％しか流量がないので、雨季には洪水、乾季には水不足が生じている。
ラオスの水資源量 2,700 億㎥のうち様々な生産活動に利用されているのは 57 億㎥（2％）
にすぎない。 
 主要都市（ビエンチャン、ルアンパバーン、タケーク、サワンナケート、パクセー）の

水道普及率は 50％超であるが、農村部での水道利用は 1％にすぎず、近くの井戸等を利用
できるのは農村人口の 53％であり、残りは遠くまで水を汲みに行かねばならない。 
 最近、井戸水の利用が増えているが、水質検査は行われておらず、水が原因の病気（下

痢、伝染病、皮膚病）を引き起こすリスクがある。 
 都市部の水供給を管理するのは公共事業・運輸省傘下の住宅・都市計画局と水道局（Water 
Supply Regulatory Office）である。公共事業・運輸省は上下水道の整備、運営、計画を管
轄している。 
 水質基準を管理しているのは水資源・環境研究所（WERI：Water Resources and 
Environment Research Institute）であり、地下水の質・量を計測するプログラムを導入
しようとしているが、水質基準については、大気汚染基準と同じく、天然資源環境省

（MONRE）がモニタリングと基準の設定を行う予定となっている。 
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4. 廃棄物処理 
 天然資源環境省（MONRE）によると、都市部ではゴミの量が増え続けているが、収集・
処理されるのはその中、45～50％にすぎないとされている。その理由の一つはゴミ処理を
規定する法令がないことであり、2001年にゴミ処理を含む、国民の保健・衛生を守るとい
う法案が議会で承認されたが、資金不足から実施されるに至っていない。 
 全国に 57ある都市の中、ゴミ埋立地を有する都市は、ビエンチャンと主要 4都市（ルア
ンパバーン、タケーク、サワンナケート、パクセー）である。しかし、埋立地は狭く、堆

積ゴミからの浸出水の回収設備やモニター用の井戸は無く、ゴミは野積みされているだけ

で、自然発火がしばしば発生しているという。さらに有害物質も一緒にゴミ埋立地に廃棄

されている。 
 また、ゴミからの浸出水が地下水に影響を与えている可能性もあり、雨季にゴミ処理場

から流れ出た水が土壌ばかりか、その近辺の川や湖を汚染する可能性もある。 
 ビエンチャンでゴミ収集を始めたのは 1998年、タケーク、サワンナケート、パクセーで
は 2000年から、ルアンパバーンでは 2002年からのことで、収集トラックの数もまだ限ら
れている。 
 
5. 環境影響評価（EIA） 
 天然資源環境省（MONRE）の傘下の環境の社会的影響評価局（ESIA）が EIAを司って
いる。EIA を規定するのは 2010年 EIAに関する首相令（No.112/PM）であり、これによ
って、投資プロジェクトは EIAに関して次の二種類に分類される。 
 
① 小規模あるいは環境及び社会への影響が少ないプロジェクトで、初期環境調査

（IEE：Initial Environmental Examinations）を必要とする。 
② 環境及び社会への影響が複雑あるいは著しい大規模なプロジェクトで、EIA を必要
とする。 

 
 ①の IEE では、プロジェクトがもたらす環境及び（住民の健康を含む）社会的影響に関
する初期的な調査・分析、すなわち、プロジェクトに関する文書やプロジェクトの地域に

関する情報の分析、プロジェクト・サイトの検分、公的機関及びステークホールダーとの

協議、通常の環境影響分析と適当な緩和策の提示、インフラ整備などプロジェクトがもた

らす効果、環境保護のための政府の制度的枠組み、などを行う。 
 図表15-2は②のカテゴリーに属するプロジェクトの導入に当ってEIAに関する必要な手
続きを示している。 
  



81 
 

図表 15-2 プロジェクト計画と EIAプロセス 
 
 プロジェクト    EIA    MONRE 
 ぷ 
 
  

プレ F/S スクリーニング 環境評価決定 

EIAのスコープ・TOR レビューと承認 
F/S 

EIA、ESMMP及び
開発計画 

公聴会 

レビューと承認 

ECC発行 

影響緩和策を設計及び調達 
文書に盛り込む 設計・調達文書 

緩和策の導入→モニター モニター 建設前段階 

建設に向け ESMMPレビュー 建設/調査/探査 

影響緩和策実施 
→モニター/監査 モニター 

操業に向け ESMMPレビュー レビューと承認 

影響緩和策実施 
→モニター/監査 モニター 

廃止/閉鎖に向け ESMMPレビュー 
→閉鎖後のフェーズ 

影響評価緩和策実施 
→モニター/監査 

操業 

撤退/廃止/廃止後 レビューと承認 

モニター 

（出所）“EIA Guidelines”, October 2012  

ECC:Environmental Compliance Certificate 

ESMMP: Environmental and Social  
Management and Monitoring Plan 


